
 
 
 
 
 

第 40期（自 平成 14年４�韮４第





3

3

,

8

3

8

119,223 △19,464 △230

当期純利益又は 

当期純損失(△) 

1¯¨ø9�c.

•¯¨ø9�B�





 

昭和43年４月 大阪支社を開設。 

昭和47年４月 米国現地法人TOKYO ELECTRON AMERICA,INC.(旧 TEL AMERICA,INC.)を設立。 

昭和53年10月 株式の額面金額を500円から50円に変更するため、東京エレクトロン株式会社(旧

桜洋行株式会社)に形式上合併される。 

昭和55年６月 東京証券取引所市場第二部上場。 

昭和56年１月 山梨事業所(旧 韮崎事業所 山梨県韮崎市)を開設。 



３ 【事業の内容】 

当グループは、当社、子会社28社及び関連会社１社で構成され、半導体製造装置、コンピュータ・

ネットワーク、電子部品等の産業用エレクトロニクス製品の製造・販売を主な事業の内容としており

ます。当グループの事業に係わる位置づけは、次のとおりであります。 

半導体製造装置…………………連結子会社東京エレクトロン東北㈱、東京エレクトロンＡＴ㈱、東



 

  

  



賃貸 

建物の

賃貸 

 

東京エレクトロン 
リース㈱ 

東京都府中市 640
各種機器等のリー

ス 
100.0 ５ あり

当社の各種機器等の

リース業務 
なし 

東京エレクトロン 
ロジスティクス㈱ 

東京都府中市 







第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

全般的概況 



(2) キャッシュ・フローの状況 

当連結会計年度のキャッシュ・フローの状況につきましては、以下のとおりであります。 





(4) 販売実績 







(7) 次世代プロセス制御システム開発 

① リアルタイムのデータ収集及び解析を実現するAPCシステム「Ingenio」を開発しました。この











第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 
  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 300,000,000

計 300,000,000

(注) 定款の定めは、次のとおりであります。 

当会社の発行する株式の総数は300,000,000株とする。 

ただし、消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ずるものとする。 

  



  ②当社は、当社と個別の対象者との間で締結する新株予約権割当契約において、年間(１月１日から12月31

日までの期間をいいます。)における行使可能な新株予約権の個数の上限または新株予約権の行使によっ

て発行される株式の発行価額の合計額の上限(以下、新株予約権の個数の上限を「新株予約権行使の上

限」といい、発行される株式の発行価額の合計額の上限を「発行価額の上限」といいます。)を定めるこ

とができます。対象者はかかる新株予約権行使の上限および発行価額の上限を超えないように、新株予

約権を行使しなければなりません。 

  ③対象者は、新株予約権の行使時において、当社、当社子会社または当社関連会社の取締役、監査役また

は従業員等の地位にあることを要します。 

  ④上記③にかかわらず、対象者が平成16年８月１日以降に死亡した場合は、対象者の死亡の日より１年以

内(ただし、権利行使期間の末日までとします。)に限り、相続人は新株予約権を権利行使することがで

きます。 

  ⑤上記③にかかわらず、対象者が定年により当社、当社子会社または当社関連会社の取締役、監査役また

て叢ﾝｯれﾄにおﾂ｢て｀、続と限り・と頃るません。 









(7) 【ストックオプション制度の内容】 

当社は、自己株式取得方式および新株予約権方式によるストックオプション制度を採用しており

ます。 



② 平成11年６月29日開催の第36期定時株主総会において、旧商法第210条ノ２第２項の規定に基づ

き、当社が自己株式を買付ける方式により、当社取締役に対して権利付与することを決議いたし











２ 【自己株式の取得等の状況】 





３ 【配当政策】 





役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数

(株) 

昭和46年10月 住友商事㈱退社 

昭和47年１月 テル・アヴイエーション㈱取締役 

昭和59年12月 当社取締役 

平成２年８月 東京エレクトロンＦＥ㈱取締役社

長 

平成２年12月 当社取締役退任 

平成５年６月 当社専務取締役 

平成８年６月 当社常勤監査役 

取締役 ― 石 橋 寛 介 







１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 
  

    前連結会計年度 

(平成14年３月31日) 

当連結会計年度 

(平成15年３月31日) 

区分 
注記 

番号 
金額(百万円) 

構成比

(％)
金額(百万円) 

構成比

(％)

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

   48,409    52,982  

51,294 

16,929

２ 長期貸付金    83    85  
３ 繰延税金資産    22,591    9,362  
４ その他    8,303    7,277  
５ 貸倒引当金    △285    △431  

投資その他の資産合計    40,227 7.2   23,509 4.5

固定資産合計   

 

  
  





② 【連結損益計算書】 
  

    
前連結会計年度 

(自 平成13年４月１日 

至 平成14年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成14年４月１日 

至 平成15年３月31日) 

�

６ 減価償却費   7,841   7,968    
７ 研究開発費 ※２ 53,826   50,122    
８ その他   22,311 133,865 32.1 23,972 132,921 28.9

営業利益又は 

営業損失(△) 
   △18,310 △4.4  1,118 0.2

Ⅳ 営業外収益          
１ 受取利息   294   133    
２ 受取配当金   56   57     

   
３ 固定資産売却益 ※１ 180   100    





④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

    
前連結会計年度 

(自 平成13年４月１日 

至 平成14年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成14年４月１日 

至 平成15年３月31日)

区分 
注記

番号
金額(百万円) 金額(百万円) 

  

  

 

△29 

20 仕入債務の増減額（減少：△)   △34,166 10,351 

21 未収消費税等の増減額（増加：△)   3,901 △926 

22 役員賞与の支払額   △756 ― 

23 その他   △7,698 △3,142 

小計   123,025 23,400 

24 利息及び配当金の受取額   350 190 

25 利息の支払額   △1,970 △1,670 

26 法人税等の支払額   △43,848 △527 

営業活動によるキャッシュ・フロー   77,558 21,393 

    

  

６ 貸付けによる支出   

� 貸府牘潔�贒による茁�   



 



 
 
 

前連結会計年度 

(自 平成13年４月１日 

至 平成14年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成14年４月１日 

至 平成15年３月31日) 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

連結決算日の市場価格等に基づく時価法

によっております。(評価差額は、全部

資本直入法により処理し、売却原価は総

平均法によっております。) 

時価のないもの 

総平均法による原価法によっておりま

す。 

②たな卸資産 

主として個別法による原価法を採用しており

ます。 

③デリバティブ 

時価法によっております。 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  
  
  

時価のないもの 

同左 

②たな卸資産 

同左 

  
③デリバティブ 

祉t



 





 

 

(表示方法の変更) 
  

前連結会計年度 

(自 平成13年４月１日 

至 平成14年３月31日) 

当連結会計年度 

(自 平成14年４月１日 

至 平成15年３月31日) 

(連結貸借対照表) 

 前連結会計年度において独立掲記しておりました

流動資産の「繰延税金資産」(当連結会計年度3,401







 

 

(リース取引関係) 
  

前連結会計年度 

(自 平成13年４月１日 (自 平成43年４月１日 



 

 

(有価証券関係) 

前連結会計年度 





 

 







(税効果会計関係) 
  

前連結会計年度 

(平成14年３月31日) 

当連結会計年度 

(平成15年３月31日) 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原

因別の内訳 

繰延税金資産 





(１株当たり情報) 
  

  
前連結会計年度 

(自 平成13年４月１日 

当�弾



 







２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

    前事業年度 

(平成14年３月31日) 

当事業年度 

(平成15年３月31日) 



  





② 【損益計算書】 
  

    
前事業年度 

(自 平成13年４月１日 

至 平成14年３月31日) 

当事業年度 

(自 平成14年４月１日 

至 平成15年３月31日) 

区分 
注記 

番号 
金額(百万円) 

百分比

(％)
金額(百万円) 

百分比

(％)

Ⅰ 売上高 

   

１ 期首商品たな卸高   39,392   46,319    

２ 当期商品仕入高 
※１ 

※４ 
308,869   340,609    

•¦‚S 

 

 

34 

2,627    

 17,412    



    
前事業年度 

(自 平成13年４月１日 

至 平成14年３月31日) 

当事業年度 

(自 平成14年４月１日 

至 平成15年３月31日) 



③ 【利益処分計算書】 
  

‘

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅱ 任意積立金取崩高        

特別償却準備金取崩高   172  

69

 

別途積立金取崩高   ― 172 43,000 43,169

合計    2,482   1,021

Ⅲ 利益処分額        

１ 配当金    

73 774 6 700

Ⅳ 次期繰越利益    1,708   320

         

 











注記事項 

(貸借対照表関係) 
  

前事業年度 

(平成14年３月31日) 

当事業年度 

(平成15年３月31日) 





(損益計算書関係) 
  

前事業年度 

(自 平成13年４月１日 

至 平成14年３月31日) 

当事業年度 

(自 平成14年４月１日 

至 平成15年３月31日) 



(リース取引関係) 
  

前事業年度 

(自 平成13年４月１日 

至 平成14年３月31日) 

当事業年度 

(自 平成14年４月１日 

至 平成15年３月31日) 



(有価証券関係) 

前事業年度(平成14年３月31日現在) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 





④ 【附属明細表】 

 

その他有価証券     

㈱東京放送 1,774,569 2,518 

㈱ビーエス・アイ 15,000 750 

YIELD DYNAMICS,INC.  

プロケット・ネットワークス・ 

ジャパン㈱ 
30 184 

ローム㈱ 9,000 115 

㈱東芝 302,500 94 

野村ホールディングス㈱ 70,000 86 

その他21銘柄 1,844,261.46 588 

計 4,622,609.91 5,419 

の完全子会社となり、同日付にて当社の所有している同社の株式はすべて株式会社ミレアホールディングス

に移転し、株式会社ミレアホールディングスの株式310.25株を割り当て交付されました。 

  
【その他】 

  

種類及び銘柄 投資口数等(口) 貸借対照表計上額(百万円) 

ED&F Man社投資信託受益証券 

Man-IP360 Limited 





【資本金等明細表】 
  

(175,691,903) (6,027) (―) (175,697,930)

普通株式(注)１ (百万円) 47,213 9 ― 47,223

計 (株) (175,691,903) (6,027)



【引当金明細表】 
  

区分 
前期末残高 

(百万円) 

当期増加額 

(百万円) 



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

ａ 流動資産 

① 現金及び預金 
  









第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

決算期 ３月31日 

定時株主総会 ６月中 

株主名簿閉鎖の期間 ――― 

基準日 ３月31日 

株券の種類 
10,000株券、5,000株券、1,000株券、500株券、100株券、50株券、10株券、１株券 

100株未満株券 

中間配当基準日 ９月30日 

１単元の株式数 100株 



�%b���/��檍��,ﾈ��ﾖﾈ�饑��｢�



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 







  
監 査 報 告 書

平成14年６月21日 

  
東京エレクトロン株式会社 

取締役社長 東   哲 郎 殿 

公認会計士 桜友共同事務所 

    

公認会計士 吉  野  昌  年  ࢴ 

    

公認会計士 
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